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4-（1） 公的支援

鉄道整備のための支援制度4

　民鉄に対する公的支援には、「都市鉄道の利便増進」、「都市鉄道の整備」、「鉄道駅の総合的な改善」、「耐震対
策」、「鉄道駅等におけるバリアフリー化の推進」等に係る助成措置が講じられています。

都市鉄道の利便増進
　既存ストックを有効活用した都市鉄道の利便増進のため、都市鉄道等利便増進法とともに都市鉄道利便増進
事業費補助制度が導入され、速達性の向上や交通結節機能の高度化を図るため「受益活用型」の上下分離方式が
導入されています。

速達性向上事業
　神奈川東部方面線では、2006年11
月に相鉄・JR直通線（西谷駅〜横浜羽
沢駅付近）について、2007年4月には
相鉄・東急直通線（横浜羽沢駅付近〜
日吉駅）について、それぞれ速達性向
上計画が認定され、現在工事が進捗
しています。
　今後工事が完成すると、より一層
速達性の向上等都市鉄道の利便が増
進されることが期待されています。

　民鉄を整備していくための支援制度としては、国や地方自治体による各種の助成措置が講じられている 
ほか、日本政策投資銀行による融資などがあります。また、大規模な輸送力増強工事を実施するため、特定都市鉄道
整備積立金制度も活用されました。

都市鉄道の整備（輸送障害対策）
　高密度ダイヤの設定や相互直通運転化に伴う列車遅延等の輸送障害に対処するため、相互直通運転箇所に
おける平面交差の立体交差化事業や駅の改良事業などに対し、その費用の一部を補助する制度が設けられて
います。

東京メトロ
東西線 茅場町駅、木場駅 駅の改良
銀座線 浅草駅 駅の改良

神奈川東部方面線の概要
新宿

JR埼京線

渋谷

東京

新橋

品川

大崎

目黒

JR横須賀線

JR東海道線

JR東海道（貨物）線

横浜

横浜羽沢

羽沢横浜国大

西谷

二俣川

海老名

湘南台

相鉄いずみ野線

相鉄本線

大和

（仮称）
新横浜

日吉

田園調布

武蔵小杉

相鉄・JR直通線

相鉄・東急直通線

東急東横線

東急目黒線
凡　　例
：相鉄・JR直通線
：相鉄・東急直通線
：相鉄線
：JR線（関連路線のみ）
：東急線（関連路線のみ）

（仮称）
新綱島

＜相鉄・ＪＲ直通線＞
事業区間：西谷～羽沢横浜国大間
開業予定日：2019年11月30日

＜相鉄・東急直通線＞
事業区間：羽沢横浜国大～日吉間
開業予定時期：2022年度下期
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鉄道⾞車車両の回⽣生電⼒力力を有効活⽤用する設備と省エネ⾞車車両の導⼊入を合わせて
実施し、鉄道システム全体の省ＣＯ２化を加速させる	
  

ネットワークへ送電	
   ネットワークから受電	
  

回⽣生電⼒力力貯蔵装置	
  
（蓄電池）	
  

駅舎等	
  

変電所	
  
系統電源	
  

回⽣生⾞車車両＜加速時＞	
  

40％以上CO2削減が
⾒見見込まれる新造⾞車車両	
  

省CO2化計画に基づく施設・設備の導⼊入・改修	
  

回⽣生⾞車車両＜ブレーキ時＞	
  

蓄電池	
  

蓄電池	
  

補助対象設備等	
  

耐震対策
　鉄道駅は不特定多数の人々が利用する公共の場であるうえ、大地震発生時には被災者への公共交通機関に関
する情報提供の場、あるいは一時避難や緊急活動の場として活用されるものであることから、その防災機能の強
化が期待されています。そのため、大規模地震に備え、一定の要件を満たす駅における耐震補強工事に対し、その
費用の一部を補助する制度が設けられています。
　また、緊急耐震対策として、発生の切迫性が指摘されている首都直下地震や南海トラフ地震に備え、これらの
地域において緊急輸送道路と交差する橋りょう及び緊急輸送道路と並走する高架橋などに対する耐震補強工事
に対し、その費用の一部を補助する制度が設けられています。

鉄道駅等におけるバリアフリー化の推進
　「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき、高齢者、障害者等の連続的かつ円滑な移
動及び建築物等の施設の円滑な利用を確保するため、公共交通機関に対して、鉄道駅におけるエレベーター等の
設置による段差の解消や視覚障害者誘導用ブロックの整備、移動制約者の方もご利用いただける多機能トイレ
の設置、ホームドアまたは可動式ホーム柵の整備等、駅におけるバリアフリー化設備の整備に要する経費の一部
を補助する制度が設けられています。

鉄道駅の利用環境の改善
　既存の鉄道駅や高架下に保育所等の生活支援機
能を併設し、地域コミュニティの核として鉄道駅
の利用環境の改善を促進する事業に対し、その費
用の一部を補助する制度が設けられています。

低炭素化・省電力化の促進
　鉄道駅や運転司令所等に対する再生可能エネル
ギーの導入や、エネルギーを効率的に使用するた
めの省エネルギー設備の導入等、低炭素化・省電力
化に資する事業に対し、その費用の一部を補助す
る制度が設けられています。

鉄道駅の総合的な改善
　駅空間の質的進化を目指し、まちとの一体感があ
り、全ての利用者にやさしく、わかりやすく、心地よ
く、ゆとりある次世代ステーションの創造を図るた
め、駅改良と併せて行うバリアフリー施設および生
活支援機能施設等の整備事業に対し、その費用の一
部を補助する制度が設けられています。

相鉄 本線 海老名駅
阪急 京都線 西院駅
小田急 江ノ島線 中央林間駅
東急 池上線 池上駅
京成 本線 菅野駅
西武 多摩川線 多磨駅
名鉄 小牧線 小牧口駅

近鉄
南大阪線

布忍駅
高見ノ里駅

湯の山線 桜駅

鉄道路線をさらにエコにする低炭素化・省電力化
の計画的な取り組みを推進

鉄道車両の回生電力を有効活用する設備や省エネ車両の導入により、
鉄道システム全体の省CO2化を加速させ、鉄道分野において 2030
年度に 2012年基準で 16.56％の CO2排出量削減を達成する
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4-（2） 日本政策投資銀行による融資政策
　民鉄が行っている大規模工事を計画的・持続的に進めていくためには、長期かつ低利の資金を安定的に確保す
る必要があります。
　そのため大手民鉄に対し、日本政策投資銀行から融資が行われています。

■ 都市圏民鉄に対する融資項目及び条件（広域ネットワーク整備枠）

❶安全防災対策工事
立 体 交 差 化 工 事
事 故 防 止 工 事

対象工事 利率

融資期間、信用リスク等
を勘案しつつ、左記工事
内容に応じ、金利を優遇

50％

融資比率

❷輸送力増強工事
都 市 中 心 部 乗 入 工 事
新 線 建 設 工 事
複 線 化 工 事
大 規 模 都 市 鉄 道 新 線 多 目 的
旅 客 タ ーミ ナ ル 施 設 工 事	

❸利用者利便性向上工事
通 勤 混 雑 緩 和 対 策 工 事
車 両 増 強 工 事
車 庫 建 設 工 事
変 電 所 建 設 工 事
駅ターミナル機能高度化工事
移動制約者（バリアフリー）対応工事

（注）	 1. （　）内は、大手民鉄以外も含めた民鉄事業者向けの融資実績（出資を含む）。
	 2. 工事額は鉄道・運輸機構工事を除く。

■ 大手民鉄向け融資実績及び工事額 （単位：億円・％）

・
・

・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

年度 工事額 融資実績 工事額に占める
融資額の割合

2013 1,774 1,092
（1,227） 61.6

2014 2,162 971
（1,084） 44.9

2015 2,020 965
（1,000） 47.8

2016 2,184 1,009
（1,102） 46.2

2017 2,433 1,189
（1,238） 48.9

2018 2,756 1,383
（1,436） 50.2

但し、
2009年度〜2019年度
は80％に緩和（  ） （  ）


